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2025 年 11 月 21 日 

一般財団法人 ベターリビング 

サステナブル居住研究センター 

居住研究課長 吉田 俊 

 

 

本レポートでは、サステナブル居住研究センターで長く研究されている「サステナブル・リビン

グ・インデックス（SLI）」についてご紹介します！ 

 

１．はじめに 

      

我が国の住まいと暮らしの分野では、サステナビリティの重要性が徐々に認識されつつあります。 

これをさらに促進するためには、生活に関するサステナビリティの進展を、わかりやすく社会に発信

することが有力な手段の一つです。 

そこで、サステナブル居住研究センターでは、住生活基本計画などを参考に、「サステナブル・リ 

ビング・インデックス（SLI）」という指標群を構築し、平成23年10月に試作版を公表しました。  

本レポートでは、SLIを更新することにより明らかとなった、平成15年・20年・25年・30年およ

び令和5年の5時点、20年間におけるサステナビリティの進展度合いについて、特に「火災発生」や

「住宅内事故」など、特徴的な指標を中心にご紹介します。 

 

 

２．ＳＬＩの概要 

２－１ 指標群の定義 

 

本研究では、住生活におけるサステナビリティについて、『個人及び社会が、地球や地域の環境を

損なうことなく、有限な資源の制約の元で、安全・健康・快適な住生活を、現在のみならず将来も継続

的に過ごすことができる度合い』と定義しています。 

 

２－２ 個別指標とジャンル指標 

      

SLIは、住まいと暮らしに関連の深いデータを収集し、表１に示すとおり、「個別指標」と５つの

「ジャンル指標」を算出しています。さらに、横断的な比較を容易にするため、SLIのレーティング

住まいと暮らしの 20 年間の変化 

ＳＬＩ：サステナブル・リビング・インデックスの更新 

本レポートのポイント： 

① 我が国の住まいと暮らしの分野のサステナビリティを促進するため、その進展を、わかりやすい

形で社会に発信することは有効な手段の一つです。 

② ベターリビングのサステナブル居住研究センターでは、「サステナブル・リビング・インデックス

（SLI）」という指標群を構築し、平成 23 年 10 月に試作版を公表しました。 

③ 本レポートでは、この SLI を更新することで明らかになった、平成 15 年から令和 5 年までの 

5 時点、20 年間におけるサステナビリティの進展度合いについて、特に「火災発生」や「住宅内

事故」など特徴的な指標を中心にご紹介します。 
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式は、基本的に０から５の範囲で、数値が大きいほど良好な状態を示すように設計しており、「５＝

中長期的に達成すべき水準」、「３＝短期的に達成すべき水準」となるよう設定しています。これに基

づいて各指標の都道府県ごとのレーティング値を算出しています。 

 

 

 

３．ジャンル指標と個別指標の変化 

      

SLI のジャンル指標の推移を図１に、それを構成する 14 の個別指標の推移を表２に示しています。

「防災・防犯」や「省エネ・省資源の推進」など、この 20 年間で顕著に進展した指標がある一方で、

進展の乏しい指標も見られます。 

 

 

 

 

 

 

個別指標 H15 H20 H25 H30 R5 

①耐震性能 ｰ 1.51 1.99 2.94 3.33 

②火災発生 1.29 1.85 3.05 4.55 4.74 

③住宅内事故 2.10 1.85 1.76 1.82 1.74 

④住宅侵入盗 0.43 0.96 1.60 3.10 5.80 

⑤共同住宅のバリアフリー 2.08 3.15 3.44 3.45 3.93 

⑥高度なバリアフリー ｰ 1.51 1.70 1.76 2.00 

⑦ケアのついた賃貸住宅 1.44 1.42 1.51 1.24 1.26 

⑧省エネルギー対策 3.14 3.31 3.51 3.65 3.76 

⑨廃棄物量 1.75 2.74 3.50 4.00 4.64 

⑩増改築設備工事率 ｰ 3.17 4.39 3.74 4.39 

⑪空き家率 2.90 2.52 2.39 2.34 2.25 

⑫住宅ストック/住宅着工 1.65 2.04 2.62 2.89 3.71 

⑬交通機関へのアクセス 2.97 3.06 3.15 3.26 3.19 

⑭医療機関へのアクセス 2.51 2.56 2.72 2.69 2.67 

表１ 個別指標とジャンル指標の構成及び算出方法 
ジャンル指標 個別指標 個別指標（Ｘ）の算出方法 個別指標のレーティング（Ｙ）式 

１．防災防犯 ①耐震性能 持家のうち耐震基準が確保された住宅／住宅数※ 

注１ 

Ｙ＝(Ｘ-50)/8 

②火災発生 世帯数／建物火災発生件数 

注２、注３ 

Ｙ＝Ｘ/400-2.5 

③住宅内事故 世帯数／死亡者数のうち死因の分類が「交通事故を除く不慮の事故」で発生場所が「家庭」 

注２、注４ 

Ｙ＝Ｘ/1600-0.625 

④住宅侵入盗 世帯数／住宅侵入盗件数 

注２、注５ 

Ｙ＝Ｘ/600 

２．少子・高齢化

対応 

⑤共同住宅のバリア

フリー 

共同住宅のうち道路から各戸まで車いす、ベビーカーで通行可能な住宅の数／共同住宅数※ 

注１ 

Ｙ＝Ｘ/5 

⑥高度なバリアフリ

ー 

高度なバリアフリー化世帯／高齢者の居住する世帯数※ 

注５ 

Ｙ＝Ｘ/5 

⑦ケアのついた賃貸

住宅 

ケアのついた住宅等の定員数／65 歳以上人口（千人当たり） 

注１、注 6、注 7、注 8 

Ｙ＝（Ｘ-200）/120 

３．省エネ・省資

源の推進 

⑧省エネルギー対策 二重サッシ又は複層ガラスが設置された住宅数／居住世帯のある住宅数※ 

注１ 

Ｙ＝log10（Ｘ）* 2.5 

⑨廃棄物量 人口（千人当たり）／生活系ごみにおいて「生活系ごみ収集量+直接搬入量」 

注５、注 9 

Ｙ＝（Ｘ-3）* 2.5 

４．ストック活用 ⑩増改築設備工事率 持家のうち、直近 5 年間で増改築・設備工事を行った住宅／持家数※ Ｙ＝(Ｘ-20)/2 

⑪空き家率 （その他空き家+賃貸又は売買用の空き家数）/住宅総数※ 

注１ 

Ｙ＝Ｘ/5 

⑫住宅ストック/住宅

着工 

住宅総数／住宅着工戸数 

注１ 

Ｙ＝Ｘ/16-1.25 

５．住みよい地域

づくり 

⑬交通機関へのアク

セス 

最寄りの駅までの距離が 1,000ｍ未満又は最寄りのバス停からの距離が 500ｍ未満の世帯数／居住世帯

のある住宅数※ 

Ｙ＝（Ｘ-60）/8 

⑭医療機関へのアク

セス 

高齢者のいる世帯で医療機関までの距離が 1,000ｍ未満の世帯数／高齢者のいる世帯数※ 

注１ 

Ｙ＝（Ｘ-50）/10 

※ 個別指標（X）の値は、数式の割合に 100 を乗じたパーセント値 

注（表１） 

注 1：総務省統計局「住宅・土地統計調査」注 2：総務省自治行政局「住民基本台帳」 注 3：総務省消防庁「消防統計」 

注 4：厚生労働省「人口動態統計」 注 5：警察庁「犯罪統計」  注 6：財団法人高齢者住宅財団「高齢者住宅必携 付録 関係資料等」 

注 7：厚生労働省「介護保険事業状況報告」注 8：厚生労働省「社会福祉施設等統計」 注 9：環境省「一般廃棄物処理事業実態調査」 
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図１ ジャンル指標（全国）の経年推移 

表２ 個別指標の推移（H15、H20、H25、H30、R5） 
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４．特徴的な個別指標とその背景 

 

14 の個別指標のうち４つの指標について、20 年間の変化とその背景を考察しています。 

 

４－１ 「②火災発生」とその背景 

 

指標値は1.29→1.85→3.05→4.55→4.74と推移し、特に平成20年から30年にかけて大きく進展

しています。背景には、平成22年4月からすべての住宅への設置が義務化された住宅用火災警報器の

普及があります（表３）。 

住宅用火災警報器の普及率は、平成20年の普及率35.6%から令和5年には84.3%と大きく伸びま

した。また、平成20年4月以降に生産されたガスコンロには過熱防止や自動消火などのセンサーが搭

載され、こんろを出火原因とする火災件数が大きく減少したことも住宅火災件数の減少につながって

います。 

一方で、令和3年以降は建物・住宅火災が再び増加傾向にあります。その原因として、令和3年以

降に住宅火災の出火原因の１位となっている「電気器具類（電気機器、配線等）」に起因する火災の

増加が挙げられます（図２）。特に、リチウムイオン電池を搭載した製品からの出火は社会問題にも

なっています。さらに、大規模地震時の火災原因の半数以上が電気によるものであり、感震ブレーカ

ーの普及推進が求められています。 

 

年 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H30 R5 

％ 35.6 45.9 58.4 71.1 77.5 79.8 81.6 84.3 

 

 

 

 

 

 

 

４－２ 「③住宅内事故」とその背景 

 
指標値は2.10→1.85→1.76→1.82→1.74と進展が見られません。「住宅内事故」による死亡数のう

ち、最も多い死因は「浴室内での溺死・溺水」であり、経年的に増加する傾向があります。その多く

を高齢者が占めており、特に80歳以上の割合が増加しています。（図３,４）。 

 

  

表３ 住宅用火災警報器普及率 
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図３ 住宅内事故における死亡数と高齢者比率 
令和 5 年厚生労働省「人口動態統計」より作成 

図４ 住宅内事故における主な死因と年齢別割合 
令和 5 年厚生労働省「人口動態統計」より作成 

令和 6 年版：消防白書より作成 

各年消防庁報道発表資料より作成 
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高齢者人口が増加する中で、住宅の断熱性の向上や暖冷房の適切な使用、バリアフリー対応など、

住宅内事故の防止に向けた住宅環境や住まい方の改善が望まれます。 

 

４－３ 「⑧省エネルギー対策」とその背景 

 

指標値は3.14→3.31→3.51→3.65→3.76とゆるやかに進展しています。指標を構成する二重サッ

シまたは複層ガラスの設置率の推移と、平成15年から令和5年にかけての増加比を都道府県別に図５で

示しています。北海道をはじめとする寒冷地方では、もともとの普及率が高く、設置率の増加は1.5倍

未満にとどまっていますが、温暖地では2～3倍程度の増加（除く沖縄県）が見られます。一方で、持

家と比較して借家における設置率やその増加率は低く（図６）、今後の課題となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ストック住宅における窓以外の要素を含めた断熱性能の推移を図7に示しています。S55基準未満

（無断熱等）の比率は減少し、現行基準（断熱等級4相当）以上の住宅が増加していますが、これは既

存住宅の改修によるものというよりも、新築（含む建替え）の影響によるものと考えられます。 
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４－４ 「⑪空き家率」とその背景 

 

指標値は2.90→2.52→2.39→2.34→2.25と推移しており、進展は見られません。空き家数および

空き家率については、一貫して増加傾向にあります（図8）。都市部と地方など地域によって傾向は異

なりますが、今後、人口減少が進む中で空き家率はさらに上昇が見込まれます。そのため、空き家の

利活用や適切な管理の促進に加え、老朽化した住宅の除却も含めた総合的な対策が求められていま

す。 

また、「その他空き家」（賃貸・売却用および二次的住宅を除く空き家）については、耐震性や腐

朽破損状況、立地（駅からの距離など）を勘案すると、利活用可能なストックは限定的であると考え

られます。なお、取得経緯としては、昭和55年（1980年）以前に建築された住宅を相続などで取得し

た割合が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．おわりに 

 

平成15年から令和5年までの5時点・20年間の指標群の変化から、進展した指標とそうでない指標

が明らかとなりました。今後さらに高齢化が進み、人口や世帯の減少が続く中で、穏やかで健やかな

住生活を実現するためには、住宅の性能や安全性を一層高めていくことが求められます。 

次期「住生活基本計画」の中間とりまとめにおいても、耐震性、省エネ性、バリアフリー性、レジ

リエンス性、防犯性、優れた温熱環境などが確保された住宅ストックの形成が、「2050年に目指す

住生活の姿」として示されています。 

既存住宅のリフォームの促進を図るとともに、その効果を確認していくことの重要性が、今回の

SLIの更新を通じて改めて示されました。 

 

 

 

＜問い合わせ＞ 住 所：〒102-0071 千代田区富士見 2-7-2 

担 当：広報部 （03-5211-1402） 
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総務省統計局「住宅・土地統計調査」より作成 


